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研究成果の概要（和文）：「超国家法秩序における行政法の存立基盤：グローバル行政法を見据えて」を研究課
題とする本研究は，国際社会で展開されるグローバルな行政活動の法的統制枠組みとしてのグローバル行政法
が，立憲主義・民主主義・権力分立などの行政法の一般的な前提を欠く環境下で，いかにして存立しうるかとい
う問題について，理論的にアプローチするものである。
研究期間を通じて，民主的正統性およびそれと密接に関連するアカウンタビリティの概念について，考察の考察
を深めることができ，所期の目的を達成することができたと考えている。

研究成果の概要（英文）：As is readily observable from a global perspective, there are many 
supranational regulatory bodies and regimes, both public and private, and their decisions can affect
 individuals in the same way as those by national administrative agencies. This study sought to 
explain why and how such rules and principles apply in a global administrative space in which it is 
difficult to conceptualize the traditional underpinnings of an administrative regime, such as 
separation of powers, judicial review, and centralized governmental powers that are delegated and 
restrained by a democratic legislature.
In order to approach this question, this study focused on the concept of accountability and 
democratic legitimacy as the possible basis for the existence of administrative law in a 
supranational context.

研究分野：行政法

キーワード： 行政法　グローバル行政法
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
現代の国際社会では，通商法・環境 
法・スポーツ法などのさまざま領域で，国内
行政と同等以上の重みを持つ「グローバル行
政空間」（B. Kingsbury, N. Krisch & R. B. 
Stewart, “ The Emergence of Global 
Administrative Law ” , 68 Law and 
Contemporary Problems 15 [2005]）が拡が
っており，これに対する法的統制枠組みの探
究が学問的にも喫緊の課題となっている。特
に，国内の政府行為の介入なしに，国際機関
の決定によって私人が直接的な法的影響を
受ける例や（京都議定書に基づく CDM 認証
や UNHCR による難民認定など），形式上は
国家行為が介在しても，実質的な政策決定が
国際機関によって先取りされてしまう例な 
どが増えている（バーゼル条約に即した検討
として，島村健「国際環境条約の国内実施」
新世代法政策学研究 9 号〔2010 年〕）。こう
した状況は，従来の行政法学および国際法学
の双方が十分に想定していなかったもので
あり（従来の日本の議論状況を概観し今後の
課題を整理したものとして，斎藤誠「グロ 
ーバル化と行政法」『行政法の新構想Ⅰ』
〔2011 年〕），世界中で議論が始まっている。
米国特にニューヨーク大学の研究者を中心
とする“グローバル行政法”（Kingsbury, 
Krisch & Stewart, op. cit.）や，ドイツの研
究者を中心とする“多元（多層）的システム
論”（Ｈ・Ｃ・レール「多層型システムにお 
ける行政法学」新世代法政策学研究 6 号
〔2010 年〕）などが代表例であり，日本でも，
原田大樹や藤谷武史らが，こうした外国の研
究成果を摂取しつつ，精力的に論考を公にし
ている。 
しかし，これらの先行研究には，それぞれ
以下の不足がある。第一に，原田・藤谷およ
び彼らが参照するドイツの研究は，あくまで
も「公法の係留点としての国家」（原田「政
策実現過程のグローバル化と公法理論」新世
代法政策学研究 18 号〔2012 年〕262 頁）
の役割を重視しており，国家の枠組みを超え
て展開されるグローバル行政それ自体の正
統性や法的統制を正面から論じているわけ 
ではない。第二に，米国のグローバル行政法
の研究は，立憲主義や民主主義が妥当しない
国際社会においていかにして行政法が存立
しうるかという原理的な問いを棚上げにし
て，プラグマティクな統制手法の探究へと赴
いている。例えば彼らは国際的な行政機関も
アカウンタビリティを負うべきであると主
張するが，それがなぜなのかについての規範
理論的な回答は示してない。 
そこで，本研究は，これらの欠を埋めるた
めに，超国家法秩序における行政法の存立基
盤の探究を目指す。すなわち，国際社会には，
立憲主義・民主主義・権力分立など行政法が
存立するための前提的基盤が（少なくとも国
家におけるのと同じ態様では）存在せず，国
際社会にも行政法が適用されると考えるこ

とは素朴な直観に反する（行政法を「国内公
法」と定義する田中二郎の所説をも想起せ
よ）にもかかわらず，そこに行政作用が観念
され，それを規律する法の存在が認められる
とすれば，それは何なのか，いかなる理論的
根拠に基づいて存立しうるのか，を問うこと
を課題とする。そこにおいて規律対象として
念頭に置かれるのは，国家の枠組みを超えた
グローバルな行政活動であるから，米国のグ
ローバル行政法の議論を意識はするが，本研
究はより原理論的なアプローチを採ること
で既存の研究との差別化を図る。 
 
２．研究の目的 
「超国家法秩序における行政法の存立基
盤：グローバル行政法を見据えて」を研究課
題とする本研究は，国際社会で展開されるグ
ローバルな行政活動の法的統制枠組みとし
てのグローバル行政法が，立憲主義・民主主
義・権力分立などの行政法の一般的な前提を
欠く環境下で，いかにして存立しうるかとい
う問題について，理論的にアプローチする。
例えば，アカウンタビリティはいかにしてグ
ローバル行政の統制原理となりうるのか，異
なる法秩序間の衝突はいかにして克服・回避
されうるのか，スポーツ法などの個別領域に
おいてグローバル行政法はどのように適用
されるのか，公権力ではなく公益・公役務の
概念によって行政法の存立を基礎づけるこ
とは可能か，などの問題群を探究する。 
 
３．研究の方法 
本研究は，研究対象を大きく４つに区分し，
おおむね１年ごとに各課題について探究す
る。すなわち，平成 26 年度は（1）グローバ
ル行政を規律する法原理の探究，平成 27 年
度は（2）異なる法秩序間の調整原理の探究，
平成 28 年度は（3）個別行政領域における法
原理の適用のあり方の探究，平成 29 年度は
（4）超国家法秩序における行政法の存立基
盤の探究を中心として研究を行う。 
 
４．研究成果 
初年度である平成 26 年度は，グローバル
行政法を規律する法原理としてのアカウン
タビリティに焦点を当てて研究を行った。す
なわち，米国におけるグローバル行政法の主
唱者は，国際的な行政機関においてもアカウ
ンタビリティが確保されるべきであると論
じているが，（1）そもそもここでいうアカウ
ンタビリティとは何を意味するかが概念的
に明らかではない（日本語で「説明責任」と
訳した場合でも同様である），（2）国内行政
機関におけるアカウンタビリティは，実は民
主制や司法審査制の存在を前提にして初め
て実効的に機能することができるが，民主制
や司法審査制が存在しないグローバル社会
においてアカウンタビリティが機能するた
めの条件が明らかにされていない，などの問
題を抱えている。こうした問題について，平



成 25 年度中に公表していた興津征雄「グロ
ーバル行政法とアカウンタビリティ」（社会
科学研究 65 巻 2 号）を基礎としつつ，それ
をさらに発展させる研究を行った。 
 具体的には，日本における行政法のグロー
バル化に関する研究の先駆者であり第一人
者である原田大樹教授の著書『公共制度設計
の基礎理論』の書評において，原田理論を批
判的に検討するとともに，グローバル法研究
における国家の意義について論じた。これは，
「グローバル行政法研究の理論的課題」と題
する日本語報告の内容を反映させたもので
ある。また，グローバル行政法におけるアカ
ウンタビリティに関する英語報告を2回行っ
た。そのほか，司法審査制に関連して行政訴
訟に関する仏語論文を執筆した。 
 なお，平成 26 年 8月より平成 27 年 7月ま
で，グローバル行政法研究の世界的な拠点で
あるニューヨーク大学法科大学院において
在外研究に従事しており，以上の研究の遂行
に当たって大きな知的刺激を受けている。 
平成２７年度は，前年度に引き続き，グロ
ーバル化と行政法に関する研究を中心に進
めた。具体的には，次の３点の実績を上げる
ことができた。 
 第一に，グローバル化と行政法に関する日
本の学説を分析する論文を執筆し，公表した
（興津征雄「グローバル化社会と行政法」法 
律時報８８巻２号）。この論文においては，
ひとえにグローバル化と行政法に関する学
説であっても，あくまでも国家を中心に考え
るか，それともグローバル・ガバナンスのよ
うな超国家的秩序を中心に考えるかによっ
て，スタンスに大きな違いがあり，それが学
説の内容にも反映していることが明らかに
された。 
 第二に，グローバル・ガバナンスの民主的
正統性を探究する前提として，正統性および
民主主義の概念および制度そのものについ
て考察する論文を執筆した（興津征雄「行政
過程の正統性と民主主義」小早川光郎先生古
希記念『現代行政法の構造と展開』）。 
 第三に，グローバル行政法についてこれま
で得られた知見を国際ワークショップで報
告し，それに基づいた英語論文を執筆した
（Yukio Okitsu, Accountability as a Key 
Concept for Global Administrative Law, 
Kobe University Law Review, Vol. 49, 2016）。
これに対し，外国人研究者からフィードバッ
クを受けることができた。 
 また，前年度より引き続き，グローバル行
政法研究の世界的な拠点であるニューヨー
ク大学法科大学院において在外研究に従事
した（平成２７年７月まで）。当地における
第一線の研究者と知的交流を持つことがで
き，研究の遂行にあたって裨益するところが
大であった。 
最終年度である平成２８年度は，前２年度
に引き続き，グローバル化と行政法に関する
研究を中心に進めた。具体的には，以下の成

果を得た。 
 第一に，グローバル・ガバナンスの民主的
正統性を探究する前提として，行政過程にお
いて政策決定の正統性がどのように担保さ
れうるか（またはされないか）について，民
主主義に関する制度的・概念的考察を踏まえ
て検討した（「行政過程の正統性と民主主義」 
）。また，そこでの検討結果のグローバル・
ガバナンスまたは国際機関への応用を試み
た（「国際機関の民主的正統性」，"Comment o 
n Anne Peters' "Dual Democracy""，"The 
Pluralization of Publicness in Global 
Administrative Law"）。 
 第二に，行政過程における政策決定および
その司法審査のあり方を具体的に考察し，民
主的正統性との関係で課題を展望した（「計 
画の合理性と事業の公共性」，「行政法研究者
の立場から」）。 
 第三に，新たな研究領域として，仲裁（私
的紛争解決の正統性という観点から）および
国籍（民主的正統性の基体の構成原理という 
観点から）についての研究を開始し，一定の
視座を得ることができた（「コメント：行政
法の観点から」，「在留外国人の地方選挙権 
について」）。 
 研究期間を通じて，民主的正統性およびそ
れと密接に関連するアカウンタビリティの
概念について，考察の考察を深めることがで
き，当初の研究期間を１年残して，所期の目
的を達成することができたと考えている。平
成２９年度からは，前年度応募により採択さ
れた基盤研究（B）「グローバル化のもとでの
政策決定・法政策の正統性」を開始すること
になり，本研究の成果をさらに発展させる。 
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